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前 文 

 

この計画は、国土利用計画法第８条の規定に基づき、飯豊町の区域における国土（以

下「町土」という。）の利用に関する基本的事項について、山形県国土利用計画（令和

３年３月）を基本とし、第５次飯豊町総合計画（令和３年３月）の基本構想に即して

定めるものです。 

なお、この計画は、社会情勢の変化等に対応し、必要に応じて見直しを行うものと

します。 
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飯豊町の概況 

本町は、昭和 33 年に飯豊村が中津川村を編入合併し、飯豊町となり現在に至りま

す。山形県の南西部に位置し、総面積 329.41 ㎢の農山村であり、町内の 8 割以上を

緑豊かな山林が占め、飯豊連峰から流れる清流置賜白川が町を縦断して最上川に注ぎ、

その扇状地には、稲作地帯が広がっています。また、田園地帯に散在する屋敷林に囲

まれた住宅が広がる特徴的な景観の「田園散居集落」が美しい景観を形成しており、

明治 11 年に横浜から北海道まで旅をした英国の旅行家「イザベラ・バード」は、こ

の田園風景を自署「日本奥地紀行」の中で「鍬で耕したというより鉛筆で描いたよう

に美しい。実り豊かに微笑する大地であり、東洋のアルカディア（桃源郷）である。」

と称しています。 

本町の立地条件は福島会津、喜多方からの玄関口として、また仙台・新潟間の中間

点に位置し、その、優位な立地条件を生かし、単に通過地点とならないよう新たな地

域資源の発掘と活用により、交流人口・関係人口の増加を図っていく必要があります。 

 

町土利用の課題と今後の方向性 

 本町は少子高齢化や人口の町外流出により人口減少が加速しています。人口は令和

2 年（2020）年国勢調査では 6,613 人となっており、昭和 40（1965）年の 13,817 人

と比較し、55 年間で 7,204 人減少し、年間約 130 人ずつ減少しています。人口減少

により中山間地域においては荒廃農地の増加や管理不足による森林の荒廃が見られ、

さらに、町内全域で空き家等の増加や低未利用地の増加も見られるなど、これまでと

同様の管理が困難になっています。今後は人口減少社会における適切な土地利用と管

理を図る必要があります。 

 また、気候変動の影響により、局地的豪雨が多発するなど、水害、土砂災害等が更

に頻発化、激甚化することが懸念されます。今後の自然災害に備え、被害が最小限と

なるよう、森林や農地の有する洪水防止機能、土砂災害防止機能等を持続的に機能さ

せ、自然生態系の有する防災・減災機能の活用を積極的に行う必要があります。 

 自然環境と景観においては、本町は県内でも屈指の豪雪地帯であり、冬期間の厳し

い北西風を防ぐため屋敷林を植えて防風や防雪に備えてきました。農山村の営みの中

で長い間風雪に耐え、守り育て、受け継がれた田園散居集落は、町の貴重な景観財産

となっています。先人たちが築き、守り続けた最上川源流から田園散居集落までの美

しい景観や農村文化を次世代に継承する意志を持ち、保全・整備に努めていく必要が

あります。 

 さらに、近年メガソーラー発電等、大規模開発による土砂災害、水源汚濁、生態系

への悪影響が全国的に問題視されています。再生可能エネルギーの必要性も踏まえつ

つ、本町の自然・生活環境や景観の公益性と比較衡量し、地域住民の同意を得ること

で、開発と自然環境及び景観との調和を図ることも重要です。 
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 本町のこれからの発展を支える土地政策については、改めて地域資源を見直し、農

山村での暮らしの原点に立ち返り、人と自然が調和した持続可能な社会の仕組みづく

りに取り組んでいくことが重要となってきます。 
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Ⅰ 町土の利用に関する基本構想 

 町土利用の基本方針とその基本的な考え方及び方向を次のように定めます。 

 

１ 町土利用の基本方針 

   町土は、町民の生活や生産など諸活動の基盤であり、町民共有の財産です。 

   また、現在と将来の町民のための限られた資源であることから、町土の利用に

当たっては、公共の福祉を優先させ、自然環境の保全を図りつつ、地域の自然的、

社会的、経済的及び文化的条件に配慮して、健康で文化的な生活環境の確保と町

土の均衡ある発展を図ることを基本とし、総合的かつ計画的に行うものとします。 

 

 ２ 町土利用の基本的な考え方 

  ⑴ 人口減少社会における町土の適切な利用と管理 

    人口減少に伴い、低未利用地や空き家の増加等による町土の管理水準が低下

していることや、中山間地域での荒廃農地等の増加により、集落の維持や自然

資源の有する土地の多面的機能の低下が危惧されています。 

    このため、地域の状況を踏まえつつ、行政、医療・介護、福祉、商業等の機

能集約を強化した「小さな拠点」づくりを推進します。 

    また、荒廃農地等は担い手への集積・集約化、大区画化することによって適

切な土地利用を図ります。 

 

  ⑵ 災害に強い安全・安心な町土づくり 

    近年、気候変動等の影響により、豪雨災害等の自然災害は頻発化、激甚化し

ていることから、町土における災害リスクは増加傾向にあります。 

    本町の広大な森林と置賜白川等の河川は貴重な恵みを与える資源であると同

時に、災害の要因となり得ることから、関係機関と協力した適切で持続的な管

理が必要です。 

    このため、「グリーンインフラ」など自然の機能を活用した社会資本整備や土

地利用にも着目し、行政のみならず、町民や民間企業・団体が協働・連携し、

一体となって、自然と共生した安全・安心なまちづくりの実現を図ります。 

 

  ⑶ 次世代に受け継ぐ優れた自然環境と美しい景観 

    本町は豊かな自然環境と田園散居集落を織りなす美しい景観を有しているも

のの、人口減少による集落の荒廃、気候変動による自然環境の悪化により、自

然環境と美しい景観の維持が困難になる恐れがあります。 

    美しい自然環境と景観を次世代に受け継ぐため、森林資源の価値に着目し、

広葉樹の用材としての活用や木質バイオマスによる再生可能エネルギーの導

入促進を図り、資源循環型社会の構築と持続可能な土地利用に取り組みます。 
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 ３ 利用区分別の町土利用の基本方向 

⑴ 農用地 

農用地については、農業が本町における主要な産業の一つとして地域経済の

維持、発展を支えており、産業振興や所得向上の基盤として優良農用地の確保

に努めていきます。また、農用地は、町土や自然環境の保全、水源涵養のほか、

地域社会の維持と安らぎのある住民生活を維持する公益的・多面的な役割を担

っていることを踏まえ、その機能の持続的な維持に努めていきます。 

    ただし、農業に従事する農業者の高齢化が顕著であり、担い手の確保が急務

な状況の中で、現実的に耕作できない農家が現れており、里山の裾野や集落内

においても農用地が荒廃化してきていることから、農地の集積・集約化など将

来を見据えた土地利用を考える必要があります。さらに、農山村は歴史や伝統

に培われた資源豊富な空間であり、それ自体が風土に根ざした産業を生み出す

潜在的価値を保有しています。その基本となるのが農用地であり、その保全及

び有効利用を多様な主体と連携、協働により取り組んでいきます。 

 

⑵ 森林 

森林については、町土の保全、水源涵養、土砂流出防止、さらには緑の景観

や保健休養及びレクリエーションの場の提供といった多面的機能を有している

とともに、温室効果ガス吸収源としての役割、また、再生可能エネルギーの原

材料としての役割が期待されています。 

そのため、森林環境譲与税ややまがた緑環境税を活用しながら、木を守り、

育て、使うことで木の経済的価値を再構築し、荒廃が続く森林の適正な維持・

管理に努めます。 

さらに、川上から川下までの諸課題を一体的にとらえ、町内森林面積の約８

割を占める広葉樹利用を中心とした林業にシフトしていくことで、将来にわた

り持続可能な森林づくりを進めます。 

 

⑶ 原野 

    湿原等については、自然環境の保全に努めます。その他の原野については、

環境の保全に配慮しつつ、近接する利用区分に準じ、一体的な利用を図ります。 

 

⑷ 水面・河川・水路 

    水面と河川については、自然の水質浄化作用、魚類など生物の多様な生息・

生育環境、潤いのある水辺環境など多様な機能の維持・向上を図るとともに、

災害防止などに配慮した整備を行い、安全で多目的な利用を図ります。 

    また、より安定した水供給のため、これまで同様、水資源の確保を図ります。 

    水路については、農業用用排水路の整備等に要する用地の確保を図るととも
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に、施設の適切な維持管理・更新を通じて、既存用地の持続的な利用を図りま

す。 

⑸ 道路 

    一般道路については、地域間の交流・連携を促進し、町土の有効利用及び良

好な生活・生産基盤の整備を進めるため、必要な用地の確保を図るとともに、

施設の適切な維持管理・更新を通じて、既存用地の持続的な利用を図ります。 

    整備に当たっては、人に優しい道づくりのため、道路の安全性、快適性の向

上並びに防災機能向上や地域の文化及び環境の保全に十分配慮します。 

    農林道については、農林業の生産性向上並びに農用地・林地の適正な管理を

図るため、必要な用地の確保を図るとともに、施設の適切な維持管理・更新を

通して、既存用地の持続的な利用を図ります。 

 

⑹ 宅地 

    住宅地については、安全で快適な住生活の実現及び秩序ある土地利用の観点

から、耐震・環境性能を含めた住宅の質の向上を図るとともに、住宅周辺の生

活関連施設の整備を計画的に進めながら、良好な居住環境が形成されるよう、

必要な用地の確保を図ります。用地の確保に関しては空き家等、既存ストック

の有効活用を図ります。 

    工業用地については、環境の保全等に配慮し、新産業の集積を進め、雇用の

創出、町民所得の向上、地域人口の定住化を図り、町土の均衡ある発展を目指

します。グローバル化、情報化の進展等に伴う産業の高付加価値化や構造変化、

工場の立地動向、産業・物流インフラの整備状況、地域産業活性化の動向など

を踏まえ、工場内緑地等の保全にも配慮しながら、工業生産に必要な用地の確

保を図ります。 

 

⑺ 公用・公共施設用地 

    文教施設、公園・緑地、環境衛生施設、厚生福祉施設などの公用・公共用施

設の用地については、町民生活上の重要性とニーズの多様性を踏まえ、景観及

び環境の保全に配慮して、必要な用地の確保を図ります。 

     

⑻ レクリエーション用地 

    レクリエーション用地については、町民の価値観の多様化や観光の振興、自

然とのふれあい志向の高まりを踏まえ、自然環境の保全を図りつつ、地域の振

興等を総合的に考慮して、計画的な整備と有効利用を進めます。 

    その際、森林、河川などの余暇空間としての利用や施設の適切な配置に配慮

します。 
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⑼ 低未利用地 

低未利用地に関しては、交流拠点となる公園・緑地や災害時等の避難地とな

るオープンスペース等としての利活用を図ります。 

中山間地域における荒廃農地については、再生可能なものは、所有者等によ

る適正な管理に加えて、多様な主体の参画により、農地として積極的に活用し、

再生困難な場合は、地域の実情に応じて、自然環境の再生を含めた森林や農地

以外への転換を図ります。 
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Ⅱ 町土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標及びその地域別の概要 

 

１ 町土の利用目的に応じた区分ごとの規模の目標 

町土の利用の基本構想に基づく令和１２年の利用区分ごとの規模の目標は次の

とおりです。 

（単位：ｈａ、％）

増減率

令和元年 令和7年 令和12年 元年/12年

農用地 2,120 2,115 2,106 6.4 6.4 6.4 △ 0.7

農地 2,120 2,115 2,106 6.4 6.4 6.4 △ 0.7

採草放牧地 0 0 0 0.0 0.0 0.0 0.0

森林 27,779 27,779 27,779 84.3 84.3 84.3 0.0

原野 27 27 27 0.1 0.1 0.1 0.0

水面・河川・水路 598 600 600 1.8 1.8 1.8 0.3

道路 497 499 502 1.5 1.5 1.5 1.0

宅地 371 372 378 1.1 1.1 1.1 1.9

住宅地 208 209 210 0.6 0.6 0.6 1.0

工業用地 20 20 25 0.1 0.1 0.1 25.0

その他の宅地 143 143 143 0.4 0.4 0.4 0.0

その他 1,549 1,549 1,549 4.7 4.7 4.7 0.0

32,941 32,941 32,941 100.0 100.0 100.0 0.0

（注）令和元年の利用区分ごとの面積は、山形県資料による。

構成比
令和元年 令和12年利用区分

合　　計

令和7年

 

 

 

⑴ 計画の目標年次は令和１２年とし、基準年次は令和元年とします。 

⑵ 町土の利用に関して基礎的な前提となる人口は、令和１２年において  

５，７４８人と想定します。 

⑶ 町土の利用区分は、農用地、森林、原野、水面・河川・水路、道路、宅地、

その他とします。 

 ⑷ 目標の数値については、今後の社会経済の不確定さなどを踏まえ、弾力的

に理解されるべき性格のものです。 

 

   （注）人口については、国立社会保障・人口問題研究所推計準拠の数値を計上。 
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２ 地域別の概要 

  地域の区分は、各地域の自然的、社会的、歴史的諸条件を勘案して、９つの区

分とします。 

第５次飯豊町総合計画の地区別計画に掲げられた各地区の将来像は以下のとお

りです。 

 

 ⑴ 中地区 

   中地区を代表する景観である「田園散居集落」は農村の営みのなかで長い間、

守り育て・受け継がれた貴重な景観財産です。その歴史と誇りある伝統文化、

そして人と人の絆を次世代へと継承し、自主防災組織体制を機能させ、安心し

て３世代が暮らしやすい地域をつくります。 

 

 ⑵ 萩生地区 

地域コミュニティが活性化し、和やかな活気ある地域を目指します。 

最先端科学技術が地域に溶け込み、子どもの未来を育む地域を目指します。 

歴史と伝統と文化・屋敷林のある田園散居村を育む地域を目指します。 

 

 ⑶ 黒沢地区 

   子どもからお年寄りまで自然豊かな黒沢でいつまでも笑って暮らせる、世代

間でお互いの大変なところを支え合える、思いやりあふれる黒沢地区を目指し

ます。 

 

 ⑷ 椿地区 

   田園、散居集落、里山の景観、今も残る伝統・文化を絶やすことなく次世代

へとつなぎ、地区民一人ひとりが安心して毎日を生き生きと過ごせる椿地区を

目指します。 

 

 ⑸ 小白川地区 

   やまがた百名山に選定され、来訪客が増加しつつある地域の宝「置賜天狗山」

の魅力を改めて見つめ直し、地区民はもとより、来訪客との交流など地域内外

の人々が集い、語り合える交流拠点を整備し、それを核とした地域活性化を目

指します。 

また「天狗のように鼻高々と誇れる地域」を目指し、子ども獅子の育成など

伝統芸能の継承に注力し、次世代へ大切につないでいきます。さらに、地域に

暮らす人々が、支え合いながら健康で安心して暮らせる地域を目指します。 
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 ⑹ 東部地区 

   心安らぐ田園風景とあたたかな地域のつながりが、「住んで良かった」、「訪れ

て良かった」と実感できる地区を目指します。 

丘陵地帯である眺山の豊かな里山と、白川が育む豊かな田園地帯を大切に守

り育てていきます。また、みどり豊かに恵まれた住環境のなかで住民が豊かに

安心して生活し、地域全体で子どもを守り育てる地域を目指します。 

水芭蕉や桜回廊、松岡文殊堂、獅子舞などの豊かな地域資源を継承し、地域

住民の連携と自主的な活動が、地域の伝統文化を守り、景観の保全や農林業の

活性化を支える地域を目指します。 

 

⑺ 手ノ子地区 

   小さな拠点が機能して住みやすい手ノ子を目指します。 

さらに、手ノ子はとってもいいところという人が多くなる、手ノ子産米沢牛

を提供する店が手ノ子にできる、手ノ子に人が増える、雪室を利用して高収益

の農業ができる、部会活動がさらに充実している地区を目指します。 

 

 ⑻ 高峰地区 

住民相互に助け合いの気持ちを持って「ゆいの里」を継承し、一人ひとりが

生き生きと笑顔で輝く高峰の実現を目指します。 

 

 ⑼ 中津川地区 

中津川地区は、本物の豊かな暮らしができる地域として、自給自足・自立で

きる地区となること目指します。そのため、豊富な地域資源を生み出す人と自

然（山、里、川、雪）を生かしながら、自給自立圏構想に基づく「中津川村民

協同組合（仮）」または「中津川むらづくり会社（仮）」の設立を目指します。 
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Ⅲ Ⅱに掲げる事項を達成するために必要な措置の概要 

 

  Ⅱに掲げる事項を達成するために必要な措置の概要は次のとおりです。 

 

１ 公共の福祉の優先 

  土地については、公共の福祉を優先させるとともに、その所在する地域の自然

的、社会的、経済的及び文化的諸条件に応じて適正な利用が図られるよう努めま

す。このため、各種規制措置、誘導措置等を通して総合的な対策を実施し、県計

画など土地利用の諸計画との調和のもと均衡ある発展を図ります。 

 

２ 土地利用に関する法律等の適切な処理 

  国土利用計画法及び土地利用関係法（農業振興地域の整備に関する法律、農地

法、森林法、自然公園法等）の適切な運用により、土地利用の計画的な調整を推

進し、適正な土地利用の確保を図ります。 

 

３ 地域整備計画の推進 

  第５次飯豊町総合計画の基本構想に掲げる将来像である「田園の息吹が暮らし

を豊かにするまち」を実現するため、基本構想の施策の大綱に基づき町土の均衡

ある発展を図るため、計画的な土地利用を推進します。 

 

４ 自然環境の保全と住民の暮らしとの調和 

  森林や河川等の豊かな自然環境と田園散居集落を織りなす美しい景観を有する

町土の保全と安全の確保のため、地形等の自然条件と土地利用との整合性を図り、

自然環境と暮らしが調和した土地利用を図ります。 

 

５ 持続可能な土地利用の推進 

町土の約８４％を占める山林を活用した用材生産やバイオマス等の再生可能エ

ネルギーの利用促進による、資源循環型社会の構築を図ります。 

また、エネルギーの地産地消による取り組みを推進し、ゼロカーボン社会の実

現による、持続可能な土地利用の推進を図ります。 

  なお、再生可能エネルギーの施設整備に当たっては、地域住民との適切な合意

形成を行うことを前提とし、開発と自然環境の調和を図ります。 

 

６ 災害に強い安全・安心な土地利用の推進 

地球温暖化が原因とみられる気候変動により、近年は自然災害が頻発化かつ激

甚化する危険性が高まっています。 

  自然災害による被害が最小限となるよう、森林や農地の有する洪水防止機能、
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土砂災害防止機能等の持続的な活用を図ります。 

  また、ハザードマップを生かした適切な土地利用と管理を図り、地域の防災力

を高めます。 

 

７ 土地の有効利用の促進 

 ⑴ 農用地 

   農用地については、効率的かつ安定的な農業経営を営むため、生産性の向上

を図るとともに、荒廃農地の有効利用の促進と発生防止に努めます。 

 

 ⑵ 森林 

   森林については、その多面的機能が高度に発揮されるよう、適切な整備・保

全を図ります。 

 

 ⑶ 水面・河川・水路 

   水面・河川・水路については、治水・利水の機能発揮に留意しつつ、生物の

多様な生息・生育環境としての機能の発揮のための必要な水量と水質の確保を

図るとともに、地域の景観と一体となった水辺空間の形成を図ります。 

 

 ⑷ 道路 

   道路については、幹線道路や生活道路の体系的な道路整備を推進するととも

に、適切な維持管理に努め、安全で快適な交通環境を整備します。 

 

 ⑸ 宅地 

   住宅地については、宅地需要に対応するため、適正規模の新たな宅地の供給

を促進するとともに、空き家や低未利用地の活用を進めます。 

 

８ 土地利用の転換の適正化 

 ⑴ 土地利用の転換を図る場合は、転換を行うことにより元の土地利用の状況へ

戻すことが困難であること及び影響の大きさに十分留意し、人口及び産業の動

向、周辺の土地利用の状況、社会資本の整備状況その他の自然的・社会的条件

を勘案して適正に行うこととします。 

 

 ⑵ 森林の利用転換については、森林資源の維持並びに自然環境及び景観の保全

に十分配慮するとともに、二酸化炭素の吸収や洪水調節、水源涵養などの森林

の持つ多様な公益的機能に及ぼす影響を考慮し、周辺地域における土地利用と

の調整を図りながら慎重に行うものとします。 
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 ⑶ 農用地の利用転換については、食料生産の確保、農業経営の安定、地域農業、

田園景観に及ぼす影響に留意し、非農業的土地利用との計画的な調整を図り、

農地転用許可制度等の適切な運用を図ることにより、優良農用地の確保に努め

ます。 

 

 ⑷ 大規模な利用転換については、その影響が広範であることから、周辺地域を

含め十分な調査等を行い、地域住民の意向に配慮するとともに、町土の保全と

安全性の確保、景観の保全等に留意しながら、適正な土地利用の確保を図りま

す。 
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14 

 

１ 計画における地域区分 
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２ 町土の利用区分の定義 

利用区分 定      義 

農用地 農地法第２条第１項に定める農地及び採草放牧地の合計である。 

 農地 耕作の目的に供される土地であって、畦畔を含み水路、農道は含まない。 

採草放牧地 農地以外の土地で、主として耕作又は養畜の事業のための採草又は家畜

の放牧の目的に供されるもの。 

森林 国有林と民有林の合計であり、林道面積は含まない。 

１）国有林 

 林野庁所管国有林、官行造林地、その他省庁所管国有林の合計。 

２）民有林 

森林法第２条第１項に定める森林であって同法同条第３項に定める   

もの。 

原野 「森林以外の採草地」から「採草放牧地」及び国有林に係る部分を除い

た面積である。 

水面・河川・水路 水面、河川及び水路の合計である。 

１）水面 

 湖沼並びにため池の満水時の水面。 

２）河川 

 河川法第４条に定める一級河川、同法第５条に定める二級河川及び同

法１００条による準用河川の同法第６条に定める河川区域。 

３）水路 

 農業用用排水路。 

道路 一般道路、農道及び林道の合計である。車道部（車道、中央帯、路肩）、

歩道部、自転車道部及び法面等からなる。 

１）一般道路 

 道路法第２条第１項に定める道路。 

２）農道 

 農地面積に一定率を乗じた圃場内農道及び「市町村農道台帳」の農道

延長に一定幅員を乗じた圃場外農道。 

３）林道 

 国有林林道及び民有林林道。 

宅地 建物の敷地及び建物の維持又は効用を果たすために必要な土地である。 

 住宅地 「固定資産の価格等の概要調書」の評価総地積の住宅用地に、非課税地

積のうち、都道府県営住宅用地、市町村営住宅用地及び公務員住宅用地

を加えたもの。 

工業用地 「工業統計表（用地・用水編）」にいう「事業所敷地面積」を従業員４名

以上の事業所敷地面積に補正したもの。 

その他の宅地 住宅地、工業用地の区分のいずれにも該当しない宅地。 

その他 町土面積から「農用地」、「森林」、「原野」、「水面・河川・水路」、「道路」

及び「宅地」の各面積を差し引いたものである。 

合計 町土面積である。 
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３ 主要指標の見通し 

（単位：人、％）

平成17年平成22年平成27年 令和2年 令和7年 令和12年
増減率

（R12／R2)

人口 8,623 7,943 7,304 6,613 6,226 5,748 △ 13.08

14歳以下 1,064 939 840 755 661 600 △ 20.53

15～64歳 4,878 4,494 3,929 3,301 3,124 2,853 △ 13.57

65歳以上 4,878 2,510 2,535 2,557 2,441 2,295 △ 10.25

就業人口 4,507 4,119 3,824 － － － －

第１次産業 828 698 659 － － － －

第２次産業 1,740 1,556 1,321 － － － －

第３次産業 1,939 1,865 1,844 － － － －

資料：平成17年から令和2年は「国勢調査」

      令和7年及び12年は「国立社会保障・人口問題研究所推計準拠」

区分
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４ 利用区分ごとの町土利用の推移 

増減率 増減率 増減率

（H22/H17） （H27/H22） （R元/H27）

農用地 2,377 7.2 2,350 7.1 △ 1.1 2,312 7.0 △ 1.6 2,120 6.4 △ 8.3

農地 2,377 7.2 2,350 7.1 △ 1.1 2,312 7.0 △ 1.6 2,120 6.4 △ 8.3

採草・放牧地 0 0.0 0 0.0 - 0 0.0 - 0 0.0 -

森林 27,768 84.2 27,783 84.3 0.1 27,778 84.3 0.0 27,779 84.3 0.0

国有林 6,053 18.4 5,986 18.2 △ 1.1 5,989 18.2 0.1 5,989 18.2 0.0

民有林 21,715 65.9 21,797 66.1 0.4 21,789 66.1 0.0 21,790 66.1 0.0

原野 27 0.1 27 0.1 0.0 29 0.1 7.4 27 0.1 △ 6.9

606 1.8 606 1.8 0.0 612 1.9 1.0 598 1.8 △ 2.3

水面 295 0.9 295 0.9 0.0 302 0.9 2.4 298 0.9 △ 1.3

河川 185 0.6 185 0.6 0.0 185 0.6 0.0 185 0.6 0.0

水路 126 0.4 126 0.4 0.0 125 0.4 △ 0.8 115 0.3 △ 8.0

道路 544 1.7 553 1.7 1.7 552 1.7 △ 0.2 497 1.5 △ 10.0

一般道路 343 1.0 346 1.0 0.9 349 1.1 0.9 303 0.9 △ 13.2

農道 135 0.4 131 0.4 △ 3.0 130 0.4 △ 0.8 121 0.4 △ 6.9

林道 66 0.2 76 0.2 15.2 73 0.2 △ 3.9 73 0.2 0.0

宅地 353 1.1 360 1.1 2.0 364 1.1 1.1 371 1.1 1.9

住宅地 207 0.6 208 0.6 0.5 208 0.6 0.0 208 0.6 0.0

工業用地 21 0.1 20 0.1 △ 4.8 16 0.0 △ 20.0 20 0.1 25.0

その他の宅地 125 0.4 132 0.4 5.6 140 0.4 6.1 143 0.4 2.1

その他 1,285 3.9 1,281 3.9 △ 0.3 1,294 3.9 1.0 1,549 4.7 19.7

合計 32,960 100.0 32,960 100.0 0.0 32,941 100.0 △ 0.1 32,941 100.0 0.0

（注）１　平成17年から令和元年までの利用区分ごとの面積は、山形県資料による(以降同様)。

　　　２　各利用区分の構成比は四捨五入の関係で各々の内訳の構成比の合計と合わない場合があ

　　　　る（以降同様）。

水面・河川・水路

構成比 面積 構成比

平成17年 平成22年 平成27年 令和元年

面積
利用区分

面積 構成比 面積 構成比
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５ 利用区分ごとの町土利用の規模の目標 

（単位：ｈａ、％）

増減率 増減率

（R7/R元） （R12/R07）

農用地 2,120 6.4 2,115 6.4 △ 0.2 2,106 6.4 △ 0.4

農地 2,120 6.4 2,115 6.4 △ 0.2 2,106 6.4 △ 0.4

採草・放牧地 0 0.0 0 0.0 - 0 0.0 -

森林 27,779 84.3 27,779 84.3 0.0 27,779 84.3 0.0

国有林 5,989 18.2 5,989 18.2 0.0 5,989 18.2 0.0

民有林 21,790 66.1 21,790 66.1 0.0 21,790 66.1 0.0

原野 27 0.1 27 0.1 0.0 27 0.1 0.0

水面・河川・水路 598 1.8 600 1.8 0.3 600 1.8 0.0

水面 298 0.9 298 0.9 0.0 298 0.9 0.0

河川 185 0.6 185 0.6 0.0 185 0.6 0.0

水路 115 0.3 117 0.4 1.7 117 0.4 0.0

道路 497 1.5 499 1.5 0.4 502 1.5 0.6

一般道路 303 0.9 304 0.9 0.3 307 0.9 1.0

農道 121 0.4 122 0.4 0.8 122 0.4 0.0

林道 73 0.2 73 0.2 0.0 73 0.2 0.0

宅地 371 1.1 372 1.1 0.3 378 1.1 1.6

住宅地 208 0.6 209 0.6 0.5 210 0.6 0.5

工業用地 20 0.1 20 0.1 0.0 25 0.1 25.0

その他の宅地 143 0.4 143 0.4 0.0 143 0.4 0.0

その他 1,549 4.7 1,549 4.7 0.0 1,549 4.7 0.0

合計 32,941 100.0 32,941 100.0 0.0 32,941 100.0 0.0

利用区分

基 準 年 次 中 間 年 次 目 標 年 次

構成比

令和元年 令和7年 令和12年

面積 構成比 面積 構成比 面積
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６ 人口などを基礎とした用地原単位の推移 

 

（１）農用地面積と関係指標の推移と目標 

（ha） （ha） （ha） （人） （ha） （a/人） （％）

平成22年 2,350 0 2,350 7,943 32,960 29.6 7.1

平成27年 2,312 0 2,312 7,304 32,941 31.7 7

令和元年 2,120 0 2,120 6,723 32,941 31.5 6.4

令和7年 2,115 0 2,115 6,226 32,941 34 6.4

令和12年 2,106 0 2,106 5,748 32,941 36.6 6.4

（注）人口は、平成22年及び平成27年は国勢調査、令和元年は山形県推計人口（10月1日現在）

令和7年、令和12年の人口は「国立社会保障・人口問題研究所推計準拠」

町面積
人口１人
当たり農
用地面積

町面積に
占める農
用地面積
の割合

区分

農用地面積

農地 採草放牧地 計
人口

 

 

 

（２）森林面積と関係指標の推移と目標 

（ha） （人） （ha） （ha/人） （％）

平成22年 27,783 7,943 32,960 3.5 84.3

平成27年 27,778 7,304 32,941 3.8 84.3

令和元年 27,779 6,723 32,941 4.1 84.3

令和7年 27,779 6,226 32,941 4.5 84.3

令和12年 27,779 5,748 32,941 4.8 84.3

町面積
人口１人
当たり森
林面積

町面積に
占める森
林面積の

割合
区分

人口森林面積

 

 

 

（３）水面・河川・水路面積と関係指標の推移と目標 

（ha） （ha） （ha） （ha） （人） （ha） （ha/千人） （％）

平成22年 295 185 126 606 7,943 32,960 76.3 1.8

平成27年 302 185 125 612 7,304 32,941 83.8 1.9

令和元年 298 185 115 598 6,723 32,941 88.9 1.8

令和7年 298 185 117 600 6,226 32,941 96.4 1.8

令和12年 298 185 117 600 5,748 32,941 104.4 1.8

町面積

人口千人当
たり水面・
河川・水路

面積

町面積に占
める水面・
河川・水路
面積の割合

区分

水面・河川・水路面積

水面 水路 計
人口

河川
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（４）道路面積と関係指標の推移と目標 

（ha） （ha） （ha） （ha） （人） （ha） （ha/千人） （％）

平成22年 346 131 76 553 7,943 32,960 69.6 1.7

平成27年 349 130 73 552 7,304 32,941 75.6 1.7

令和元年 303 121 73 497 6,723 32,941 73.9 1.5

令和7年 304 122 73 499 6,226 32,941 80.1 1.5

令和12年 307 122 73 502 5,748 32,941 87.3 1.5

町面積
人口千人当た
り道路面積

町面積に占
める道路面
積の割合区分

道路面積

一般
道路

林道 計
人口

農道

 

 

 

（５）宅地面積と関係指標の推移と目標 

（ha） （ha） （ha） （ha） （人） （ha） （㎡/人） （％）

平成22年 208 20 132 360 7,943 32,960 453.2 1.1

平成27年 208 16 140 364 7,304 32,941 498.4 1.1

令和元年 208 20 143 371 6,723 32,941 551.8 1.1

令和7年 209 20 143 372 6,226 32,941 597.5 1.1

令和12年 210 25 143 378 5,748 32,941 657.6 1.1

町面積
人口１人当た
り宅地面積

町面積に占
める宅地面
積の割合区分

宅地面積

住宅地
その他
の宅地

計
人口工業

用地

 

 

 

（６）全域面積と関係指標の推移と目標 

（ha） （人） （ha/人）

平成22年 32,960 7,943 4.1

平成27年 32,941 7,304 4.5

令和元年 32,941 6,723 4.9

令和7年 32,941 6,226 5.3

令和12年 32,941 5,748 5.7

人口１人当
たり町面積区分

人口全域面積
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７ 土地利用転換マトリックス 

 

（１）令和３年～令和７年 

（単位：ha）

農用地 国有林 民有林 原野 水面 河川 水路 一般道 農道 林道 住宅地 工業用地
その他
の宅地

その他 計(A)

2,120 5,989 21,790 27 298 185 115 303 121 73 208 20 143 1,549 32,941 －

農用地 2,115 △5

国有林 5,989

民有林 21,790

原野 27

水面 298

河川 185

水路 117 2 2 2

一般道 304 1 1 1

農道 122 1 1 1

林道 73

住宅地 209 1 1 1

工業用地 20

その他
の宅地

143

その他 1,549

計(B) 32,941 5 －

令和　3　年 増減
面積

(A)-(B)

面積減少
　↓

令
和
7
年

面積増加
→

 

（２）令和３年～令和１２年 

（単位：ha）

農用地 国有林 民有林 原野 水面 河川 水路 一般道 農道 林道 住宅地 工業用地
その他
の宅地

その他 計(A)

2,120 5,989 21,790 27 298 185 115 303 121 73 208 20 143 1,549 32,941 －

農用地 2,106 △14

国有林 5,989

民有林 21,790

原野 27

水面 298

河川 185

水路 117 2 2 2

一般道 307 4 4 4

農道 122 1 1 1

林道 73

住宅地 210 2 2 2

工業用地 25 5 5 5

その他
の宅地

143

その他 1,549

計(B) 32,941 14 －

令和　3　年 増減
面積

(A)-(B)

面積減少
　↓

令
和
12
年

面積増加
→
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